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１．医療保険
（１）医療費の動向：①公費割合の上昇、②自然増の変化と薬剤費
（２）自己負担、保険料：①自己負担、保険料率の上昇、②総報酬割の導入
（３）高薬価と薬価基準制度：①新薬創出加算、②高分子薬、③費用対効果
（４）予防の推進：評価とインセンティブ・ディスインセンティブ
（５）都道府県の役割強化：①国保運営、②医療費適正化

２．医療提供体制
（１）地域医療構想：①病床機能報告制度、②地域医療構想、

③地域医療介護総合確保基金
（２）在宅医療：①診療報酬、②医療計画
（３）療養病床の再編：①地域医療構想、②介護医療院
（４）専門医制度と医師偏在対策：①日本専門医機構、②検討会
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医療費、国民所得伸び率,改定率 （％）

改定率 国民所得 国民医療費

2000 2001 2002 2003 2004 2005 2006 2007 2008 2009 2010 2011 2012 2013 2014 2015 2016

国民所得 1.7 - 2.2 -0.8 1.2 0.5 1.1 1.1 0.8 - 6.9 - 3.0 2.4 - 0.9 0.5 2.3 1.5 
国民医療費 - 1.8 3.2 -0.5 1.9 1.8 3.2 ‐0.0 3.0 2.0 3.4 3.9 3.1 1.6 2.2 1.9 3.8 0.2

国民医療費/国民所
得

8.03 8.48 8.51 8.57 8.68 8.86 8.76 8.95 9.8 10.46 10.61 11.04 11.17 11.16 11.2

改定率 1.9 -2.7 -1 -3.16 -0.82 0.19 0 0.1 -0.84
※2015年度は概算医療費（MEDIAS）、2016年度は概算医療費（MEDIAS）で４～7月の対前年
同期比

高齢者1割負担

被用者本人3割負担 3割現役並み所得高齢者

未就学児2割負担
70-74歳2割負担
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国民医療費の財源推移〈％〉

保険料※ 公費 患者負担

53.4％

48.7％

33.2％

38.8％

13.4％ 11.7％

後期高齢者人口/全人口： 2000年7.1％ ⇒ 2015年12.9％

保険料（事業者負担分含む）

公費

患者自己負担
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年齢階層別1人当たり医療費の変化率(%)

改定率(%) 高齢者 非高齢者

高齢者

高齢者

70-74歳2割負担
（新たに70歳になった人）

70-74歳2割負担
（新たに70歳になった人）

高齢者：2004-2011年は70歳以上、2012-2016年は75歳以上

非高齢者：2004-2011年は70歳未満、2012-2016年は75歳未満

2016年は4-7月 MEDIASより作成
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平成15年
度

平成16年
度

平成17年
度

平成18年
度

平成19年
度

平成20年
度

平成21年
度

平成22年
度

平成23年
度

平成24年
度

平成25年
度

平成26年
度

平成27年
度

(2003) (2004) (2005) (2006) (2007) (2008) (2009) (2010) (2011) (2012) (2013) (2014) (2015)

医療費の伸び率 ① 1.9% 1.8% 3.2% -0.0% 3.0% 2.0% 3.4% 3.9% 3.1% 1.6% 2.2% 1.8% 3.8%

診療報酬改定
(消費税対応分を除
く)

② -1.0% -3.16% -0.82% 0.19% 0.004% -1.26%

人口増の影響 ③ 0.1% 0.1% 0.1% 0.0% 0.0% -0.1% -0.1% 0.0% -0.2% -0.2% -0.2% -0.2% -0.1%

高齢化の影響 ④ 1.6% 1.5% 1.8% 1.3% 1.5% 1.3% 1.4% 1.6% 1.2% 1.4% 1.3% 1.2% 1.2%

診療報酬改定のう
ち、
消費税対応の影響

⑤ 1.36%

その他 (①-②-③-④-
⑤)
・医療の高度化
・患者負担の見直し
等

0.2% 1.2% 1.3% 1.8% 1.5% 1.5% 2.2% 2.1% 2.1% 0.4% 1.1% 0.6% 2.7%

制度改正 H15.4
被用者本
人
3割負担
等

H18.10
現役並み
所得高齢
者
3割負担
等

H20.4
未就学
2割負担

H26.4
70-74歳
2割負担
(※)

注１：医療費の伸び率は、平成25年度までは国民医療費の伸び率、平成26年度以降は概算医療費（審査支払機関で審査した医療費）であり、医療保険と公費負担医療の合計である。

注２：平成27年度の高齢化の影響は、平成25年度の年齢階級別（５歳階級）国民医療費と平成27年度の年齢階級別（５歳階級）人口からの推計である。

注３：「診療報酬改定のうち、消費税対応の影響」とは、消費税率引上げに伴う医療機関等の課税仕入れにかかるコスト増への対応分を指す。

注４：平成26年度における診療報酬改定の改定率は、②と⑤を合計した0.10％であった。

※70-74歳の者の一部負担金割合の予算凍結措置解除（1割→2割）。平成26年4月以降新たに70歳に達した者から2割とし、同年3月までに70歳に達した者は1割に据え置く。

医療費の「その他」を要因とする伸び

○ 人口及び報酬改定の影響を除いた医療費の伸びは近年１％程度であったが、平成２７年度は
３％近い水準。この「その他」の要因には、医療の高度化、患者負担の見直し等種々の影響が
含まれる。
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伸びの分解① 診療種別（入院・外来）の推計

医療費の伸びについて、人口要因を除いたその他の要因による伸びを入院・外来等
の診療種別で見た場合、以下の通り。

平成21年度
(2009)

平成22年度
(2010)

平成23年度
(2011)

平成24年度
(2012)

平成25年度
(2013)

平成26年度
(2014)

平成27年度
(2015)

医療費の伸びから人口増の影響
及び高齢化の影響を除いた分

診療報酬改定、医療の高度化、
患者負担の見直し 等

2.2% 2.3% 2.1% 0.4% 1.1% 0.7% 2.7%

医科入院 0.6% 1.6% 0.2% 0.4% -0.0% 0.1% 0.2%

医科入院外＋調剤 1.6% 0.6% 1.7% 0.0% 1.1% 0.4% 2.4%

うち、調剤 1.0% 0.6% 1.2% 0.0% 0.8% 0.2% 1.5%

その他
歯科、訪問看護、療養費 等

-0.1% 0.1% 0.2% 0.0% 0.0% 0.2% 0.1%

（再掲）診療報酬改定分 0.19% 0.004% 0.10%

(注) 平成21年度～平成25年度については、国民医療費の診療種類別、年齢階級別人口１人当たり医療費を元に推計。また、平成26年度及び平成27年度については、
平成25年度の診療種類別、年齢階級別人口１人当たり国民医療費と平成26年度及び平成27年度の年齢階級別人口を元に推計。 13
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調剤技術料、薬剤料、国民医療費推移

技術料 薬剤料 国民医療費

平成
22年度

平成
23年度

平成
24年度

平成
25年度

平成
26年度

平成
27年度

調剤医療費 1.00 1.08 1.09 1.16 1.18 1.29

技術料 1.00 1.03 1.07 1.09 1.11 1.15

薬剤料 1.00 1.09 1.10 1.18 1.21 1.35

国民医療費 1.00 1.03 1.05 1.07 1.09 1.13 14



内服薬薬剤料総額（薬効分類別）対前年度同期差 （全年齢）
平成22年度 平成23年度 平成24年度 平成25年度 平成26年度 平成27年度

4月～3月 4月～3月 4月～3月 4月～3月 4月～3月 4月～9月 10月～3月 4月～2月 4月～9月 10月～2月

内服薬 総数 535 3,496 ▲ 188 3,008 758 318 440 4,613 1,815 2,798 

11中枢神経系用薬 422 938 273 672 348 198 150 460 245 214 

21循環器官用薬 ▲ 189 724 ▲ 525 570 ▲ 586 ▲ 229 ▲ 357 142 35 108 

22呼吸器官用薬 ▲ 3 18 ▲ 38 ▲ 7 ▲ 29 ▲ 15 ▲ 14 13 7 6 

23消化器官用薬 ▲ 118 286 ▲ 198 298 ▲ 127 ▲ 55 ▲ 72 155 83 71 

25泌尿生殖器官および肛門用薬 7 78 3 76 52 22 29 64 38 26 

39その他の代謝性医薬品 139 608 313 669 228 118 111 465 255 210 

396糖尿病用剤 102 428 236 432 135 77 58 282 154 128 

42腫瘍用薬 45 116 27 153 222 58 164 344 217 127 

429
その他の腫瘍用
薬

60 134 46 154 269 82 187 354 224 130 

44アレルギー用薬 141 186 ▲ 81 ▲ 9 ▲ 43 ▲ 36 ▲ 7 117 39 79 

61抗生物質製剤 11 20 ▲ 104 ▲ 10 ▲ 74 ▲ 37 ▲ 36 ▲ 4 ▲ 1 ▲ 3 

62化学療法剤 ▲ 38 73 ▲ 31 54 357 95 262 2,501 650 1,851 

625抗ウイルス剤 ▲ 6 40 ▲ 7 63 400 116 284 2,528 666 1,862

C型肝炎治療薬 ソバルディ（平成２７年５月）、ハーボニー(平成２７年８月）
15
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医療費に占める薬剤費の推移

薬剤費※１ /国民医療費※４ 医療用薬剤国内市場※2/国民医療費※４ 包括部分の薬剤費を考慮※３

薬剤費※１：厚生労働省発表数値。社会医療診療行為別調査から作成しているため包括部分の薬剤費は反映されていない
医療用薬剤国内市場※２：医薬生産動態調査・医療用医薬品の生産金額＋輸入品-輸出品により算出
包括部分の薬剤費を考慮※３：包括部分の薬剤費を推計して薬剤費に加えた数値（平成23年10月社会保障審議会医療保険部会）
国民医療費※４：厚生労働省発表数値。 16



〇新規収載、適用拡大とも増加傾向が顕著にみられる。⇐新薬創出・適応外薬解消等促進加算の影響？

〇新規収載品については外資企業の割合が大きい。⇒外資企業６７％（６６/９８）：平成２３年～平成２８年（１～５月）合計

〇高額医薬品のうち抗がん剤の割合は新規収載品で３９％（３８/９８）、適用拡大で５１％（３７/７３）と抗がん剤が多く、その傾向は適用拡大により顕著。

〇新規収載品は原価計算方式（３９件）の方が類似薬効比較方式（５９件）より少ないものの、すべての医薬品を対象とすれば原価計算方式の割合が高い。

➀新規収載数 11 ➀新規収載数 27 ➀新規収載数 27 ➀新規収載数 12
内資 外資 内資 外資 内資 外資 内資 外資

抗がん剤 1 6 抗がん剤 4 5 抗がん剤 6 6 抗がん剤 1 3
その他 4 その他 7 11 その他 4 11 その他 2 6
小計 1 10 小計 11 16 小計 10 17 小計 3 9

②適用拡大数 8 ②適用拡大数 13 ②適用拡大数 26 ②適用拡大数 12
抗がん剤 4 抗がん剤 5 抗がん剤 13 抗がん剤 7
その他 4 その他 8 その他 13 その他 5

➀新規収載数 13 ➀新規収載数 8
内資 外資 内資 外資

抗がん剤 1 3 抗がん剤 1 1
その他 2 7 その他 3 3
小計 3 10 小計 4 4

②適用拡大数 9 ②適用拡大数 5
抗がん剤 4 抗がん剤 4
その他 5 その他 1

平成2４年 平成2３年

平成28年(1～5月) 平成2７年 平成26年 平成25年

DPC包括制において高額医薬品（※）として検討された医薬品

（※）当該医薬品の標準的使用による薬剤費が使用していな薬剤費の84％タイルを超える（23年10月より）
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年齢別2000年から2014年の医師増加倍率
25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-49歳 50-69歳全年齢 25-29歳 30-34歳 35-39歳 40-49歳 50-69歳 全年齢

全 国 1.02 1.04 0.96 1.07 1.84 1.22２４ 三重 0.83 0.90 0.86 1.03 1.78 1.19
０１北海道 0.85 0.82 0.81 1.01 1.83 1.14２５ 滋賀 0.99 1.05 0.88 1.07 2.28 1.27
０２ 青森 1.05 0.67 0.73 0.87 1.68 1.08２６ 京都 0.99 1.06 1.13 1.14 1.68 1.21
０３ 岩手 0.96 0.84 0.69 0.90 1.60 1.06２７ 大阪 1.06 1.04 0.94 1.02 1.80 1.18

０４ 宮城 1.13 1.07 0.91 1.13 1.65 1.22２８ 兵庫 1.12 1.07 0.96 1.10 1.75 1.24

０５ 秋田 1.06 0.80 0.64 0.87 1.93 1.10２９ 奈良 0.68 0.85 0.90 1.05 2.04 1.19
０６ 山形 0.92 0.87 0.80 0.86 1.86 1.13３０ 和歌山 1.13 0.84 0.89 0.92 1.64 1.14
０７ 福島 0.81 0.74 0.56 0.77 1.70 1.03３１ 鳥取 0.85 0.64 0.99 0.92 1.73 1.11
０８ 茨城 0.97 1.07 0.95 1.03 1.97 1.22３２ 島根 0.83 0.62 0.77 1.02 1.78 1.08
０９ 栃木 0.92 0.95 0.95 0.95 2.00 1.17３３ 岡山 1.18 1.13 1.02 1.02 1.72 1.25

１０ 群馬 0.78 0.99 0.96 1.03 1.69 1.17３４ 広島 0.87 0.86 0.86 0.95 1.78 1.14

１１ 埼玉 1.16 1.11 1.01 1.18 1.96 1.36３５ 山口 0.78 0.65 0.73 0.93 1.60 1.04
１２ 千葉 1.31 1.35 1.05 1.29 1.86 1.40３６ 徳島 0.84 0.92 0.96 0.81 1.71 1.12
１３ 東京 1.14 1.38 1.23 1.28 1.94 1.33３７ 香川 0.93 0.81 0.77 0.94 1.81 1.11
１４ 神奈川 1.29 1.25 1.10 1.24 1.88 1.34３８ 愛媛 0.89 0.67 0.70 0.87 1.93 1.10
１５ 新潟 0.78 0.81 0.81 0.90 1.70 1.08３９ 高知 0.71 0.63 0.69 1.01 1.80 1.06
１６ 富山 0.80 0.75 0.75 0.89 1.99 1.10４０ 福岡 0.92 1.15 1.04 1.09 1.92 1.25
１７ 石川 1.08 1.04 1.04 0.96 1.73 1.19４１ 佐賀 1.08 1.12 1.00 0.99 2.02 1.23
１８ 福井 1.13 0.76 0.78 1.12 2.02 1.19４２ 長崎 0.84 0.98 0.84 0.91 1.62 1.16
１９ 山梨 0.93 0.77 0.70 1.06 2.29 1.17４３ 熊本 0.81 0.89 0.88 1.01 1.75 1.14
２０ 長野 1.03 0.98 0.83 1.06 1.87 1.21４４ 大分 0.73 0.69 0.86 1.06 2.09 1.17
２１ 岐阜 1.09 0.92 0.90 1.04 1.87 1.24４５ 宮崎 0.74 0.63 0.70 0.98 2.19 1.13
２２ 静岡 0.94 1.01 0.96 1.08 1.79 1.19４６ 鹿児島 0.72 0.69 0.77 0.99 1.97 1.13
２３ 愛知 1.14 1.17 1.07 1.12 1.75 1.26４７ 沖縄 1.20 1.16 0.97 1.39 2.02 1.4733
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出典が記されていないスライドは厚生労働省等の資料を基に筆者（遠藤久夫）が作成


